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概 要 版 



１．中国地方下水道ビジョンの目的 

１－１．背景 

 中国地方は、日本海の海岸や砂丘、瀬戸内海の白砂青松などの豊かな自然環境を有して

おり、人々はきれいな水と豊かな自然のなかで生活を営んできました。 

しかし、戦後の高度経済成長とそれに伴う都市化の進展による生活様式、土地利用の変

化は、工場排水、生活排水等の垂れ流しによる河川、湖沼及び海域の水質汚濁※①を発生さ

せ、特に多島美と豊かな水産資源を誇る瀬戸内海は、赤潮※②の発生など水質汚染が深刻化

しています。また、近年、集中豪雨の頻度の増加、都市化による雨水流出量の増大、潮位

及び河川水位の影響等による浸水※③が頻繁に発生している状況にあります。 

このような状況のもと、汚水の処理や雨水の排除等を担う下水道整備は、明治５年に東

京で下水道が築造されて以降、その役割を増しながら、下水道整備５[７]箇年計画※④等の

もと進められてきました。中国地方においても、東京から 36 年遅れた明治 41 年に広島

市で下水道の築造が始められ、昭和 50 年代以降に事業着手する市町村が増加し、下水道

処理人口普及率では年平均で毎年２％を上回る伸びを見せ、全国との整備水準の差は大き

く回復したものの、依然、10 年程度の遅れが見られます。 

 そこで、この状況を改善するために、平成 16 年度に中国地方の今後の下水道整備のあ

り方を示す「中国地方下水道ビジョン」（以下、前ビジョン）を策定し、下水道整備の将来

像や中期的な視点から重点化すべき分野を提示しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道の役割のあゆみ 

 

 

コレラの流行、浸水問題

生活環境への関心の高
まり

河川や海などの水質の悪
化

省エネ・リサイクル社会
の到来

潤いのある空間への関
心の高まり

安全・安心のニーズの
高まり

都市型水害の頻発
進まない閉鎖性水域の
水質改善

背　　景

土地の清潔の保持

都市の健全な発達
公衆衛生の向上

公共用水域の水質保全

下水道資源等の有効利用

望ましい水循環・水環境の創出

都市浸水対策の強化

広域的な雨水排除
流域単位での高度処理の推進

明治33年３月
旧下水道法制定
・土地の清潔の保持を目的に規
定

昭和33年４月
新下水道法制定
・都市環境の改善、公衆衛生の
向上を目的に規定

昭和45年12月
下水道法改正（公害国会）
・公共用水域の水質保全を目的に
追加

平成８年６月
下水道法改正
・汚泥処理の努力義務づけ
・光ファイバー

平成15年６月
特定都市河川浸水被害対策法
・流域水害対策計画
・排水設備の貯留浸透機能の義
務付け

平成17年６月
下水道法の改正
・雨水流域下水道
・高度処理の推進
・事故後の措置の義務づけ

下水道の役割 下水道法令 関係法令

昭和42年8月
公害対策基本法

昭和45年12月
水質汚濁防止法

平成５年11月
環境基本法

平成12年6月
循環型社会形成推進基
本法

平成17年2月
京都議定書発効

平成18年4月
第３次環境基本計画
・環境保全上健全な水循
環の確保

整備計画等

第１～８次
下水道整備
５（７）ヶ年計画

・社会資本整備
重点計画

・中国地方
　下水道
　ビジョン

昭和38年～平成14年まで

平成15年～19年まで



１－２.前ビジョンのフォローアップ 

 前ビジョンにおいては、４つの将来像を掲げ、整備水準を把握するための指標とその目

標値を設定しました。 

 前ビジョンの将来像とその整備目標 
将 来 像 整備水準を把握するた

めの指標 

整備目標値と実績値（H19） 

Ⅰ「快適で魅力ある生活環

境の実現」 

下水道処理人口普及率
※1 

目標値 60.0％ 

実績値 58.1%[目標まで 1.9 ポイント;未達成] 

Ⅱ「安全で誰もが安心して

暮らせる地域づくり」 

都市浸水対策達成率※2 目標値  45.0％ 

実績値 43.0％[目標まで 2.0 ポイント;未達成] 

高度処理人口普及率※3 目標値 19.0％ 

実績値 19.1%[目標達成] 

Ⅲ「瀬戸内海などの美しく

豊かな水環境の保全と再

生」 
合流式下水道改善率※4 目標値 10.0％ 

実績値 11.7％[目標達成] 

Ⅳ「資源の利活用による循

環型社会の構築」 

下水汚泥リサイクル率
※5 

目標値 76.0% 

実績値  76.0%[目標達成] 

  中国地方における市町村等は、市町村合併による行政エリアの変化、下水道法の改正

など、下水道事業を取り巻く環境が大きく変化する中、鋭意整備を進め、高度処理※⑤人口

普及率、合流式下水道※⑥改善率、下水汚泥リサイクル率は目標値を達成しましたが、下水

道処理人口普及率と都市浸水対策達成率では、整備水準は向上したものの、社会情勢の変

化等により、下水道事業費が５ヶ年で約１５％減少したこと、また、下水道施設の改築・

更新等、課題への対応が求められたことから、僅かながら整備目標には届きませんでした。 

今後、少子高齢化・人口減少、資源・エネルギーの枯渇、地球温暖化などの社会情勢が

変化し、下水道施設の老朽化や、自治体の財政的制約が強まる中で、これまで以上の整備

の歩みを確保するためには、今後の下水道整備のあり方とともに、効率的かつ効果的な下

水道整備へと誘導するための取り組みを示すことが重要であると考えます。 

 

１－３．中国地方下水道ビジョン改訂の目的 

 「中国地方下水道ビジョン」は中国地方整備局、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山

口県及び広島市が、下水道事業についての説明責任を果たすべく、前ビジョンのフォロー

アップを踏まえ、下水道事業を取り巻く現状、背景、新たな課題などを整理し、これから

の中国地方の下水道が目指す将来像と、将来像実現に向け、今後 10 年程度を見据えた施

策の方向性と、当面 5 年間の取り組み及び５年後のすがたを示したものです。 

 

※１）下水道処理人口普及率：行政区域内の総人口に占める処理区域内人口の割合。 
※２）都市浸水対策達成率：公共下水道又は都市下水路における都市浸水対策の整備対象区域の面積（雨水対策整備対象

区域面積）のうち、概ね５年に１回程度の大雨に対して安全であるよう、すでに整備が完了している区域の面積（雨水対

策整備済面積）の割合。 

※３）高度処理人口普及率：行政区域内の総人口に占める高度処理区域内人口の割合。 

※４）合流式下水道改善率：合流式下水道により整備されている区域の面積のうち、雨天時において公共用水域に放流さ

れる汚濁負荷量が分流式下水道並以下までに改善されている区域の面積の割合。 
※５）下水汚泥リサイクル率：乾燥重量ベースで下水汚泥の発生量に占める有効利用されている下水汚泥量の割合。 



２．「中国地方下水道ビジョン」が目指す将来像 

 前ビジョンでは「快適な生活環境」、「安全・安心」、「水環境の保全と再生」、「資源の利

活用」を４つの将来像として掲げましたが、その後、大規模地震の発生、老朽化施設の増

加、本格的な人口減少社会の到来、自治体の財政状況の悪化など、機能維持及び事業の継

続性といった下水道事業の根幹に関わる課題が表面化してきています。このため、新たな

ビジョンでは、「下水道中期ビジョン」で示された向こう 10 年間における施策のあり方を

踏まえ、地域特性等を勘案した施策を示していく必要があります。 

そこで、施設の老朽化に伴う道路陥没事故や大規模地震の発生に伴う下水道の機能停止

という重大な社会的影響の回避、自治体の厳しい財政状況及び人口減少等の進展に伴う使

用料収入の減少による事業の継続性の不安定化の回避に向けて、「持続的な下水道サービス

の提供」、「事業の継続性を維持するための下水道経営」の２つを追加し、６つの将来像を

掲げることとしました。 

 
 

汚水処理の未普及地域を早期に解消し、快適で魅力ある生活環境を実現します。 

 
 
 

浸水対策の推進によって、安全で誰もが安心して暮らせる地域をつくります。 
 
 
 

公共用水域への汚濁負荷量を削減することで、瀬戸内海などの美しく豊かな 

水環境を再生し保全します。 
 

 
 

下水道資源・エネルギーの利活用や地球温暖化への対応によって、 

循環型社会に貢献します。 

 
 
 

下水道施設の機能維持と向上を図るための施設再生を行い、持続的な下水道 

サービスを提供します。 

 
 
 

下水道の経営基盤を強化し、事業の継続性を維持します。 

 

Ⅰ．快適で魅力ある生活環境の実現 

Ⅱ．安全で誰もが安心して暮らせる地域づくり 

Ⅲ．瀬戸内海などの美しく豊かな水環境の再生と保全 

Ⅳ．資源の利活用による循環型社会への貢献 

Ⅴ．持続的な下水道サービスの提供 

Ⅵ．事業の継続性を維持するための下水道経営 



３．将来像の実現に向けた取り組み  

 将来像の実現に向けた取り組みの検討にあたっては、まず、将来像ごとに解決すべき課

題を抽出するための現状把握を行うとともに、その背景及び今後想定される新たな課題に

ついて整理を行いました。 

 各将来像における具体的な内容については、次頁から将来像毎に示します。 

 

○縮まない全国平均との差　”下水道処理
人口普及率”
○人口10～100万人の都市部を中心に全
国平均との格差、５万人未満の都市では
整備の遅れ

Ⅰ．快適で魅力あ
る生活環境の実
現

○市街地が分散して拡大
→下水道の整備効率が低下
○島しょ部などで、地形等の制約を踏まえた施設整
備が課題。

→施工費増大・工期の長期化

現　　状 背景と新たな課題

○潮位・河川水位に起因する浸水被害

○内水ハザードマップ作成の遅れⅡ．安全で誰もが
安心して暮らせる
地域づくり

○日本海側に比べて、瀬戸内海側は潮位変動が大
きく高潮が生じやすい。
→内水排除に外水の影響を受けやすい。

○進まない湖沼・瀬戸内海など閉鎖性水
域での水質改善
○雨天時に未処理下水が放流される合流
式下水道は17都市

Ⅲ．瀬戸内海など
の美しく豊かな水
環境の再生と保全

○閉鎖性水域の富栄養化
　栄養塩類（窒素・リン）の汚濁負荷発生源の内訳を
見るとは生活系のほか産業系、その他（自然）からも
排出されている。
→　下水道を含む他の発生源との連携した取り組み

が必要

○汚泥リサイクルには地域差

○下水道からの温室効果ガスの増加

　

Ⅳ．資源の利活用
による循環型社会
への貢献

○処理人口の増加に伴い、汚泥量も増加
→汚泥受け入れ先の確保と、新たな利用法の検討が
必要
○汚泥焼却で温室効果の高いガスを排出
→温室効果ガス削減に向けた積極的な取り組みが必
要。

○下水道整備に伴う整備管きょ延長の増
大
○管路の経年劣化により増加する道路陥
没

Ⅴ．持続的な下
水道サービス
の提供

○　供用からの経過年数が長い処理区ほど、道路陥
没事故が多発。
　→　供用処理区の施設の経年劣化により、さらなる
道路陥没の増加。

○１m
3
の汚水を処理するのに要する費用

が全国平均より高い

○使用料収入で維持管理費が賄えていな
い処理区も

Ⅵ．事業の継
続性を維持す
るための下水
道経営

○　全国平均と比べて人口10万人当たりの処理場数
が約２倍
　→維持管理費等が割高
○　低迷する下水道への接続率
　→使用料収入が確保出来ていない。

　　　　　：　人口減少社会の到来

　　　　　：　突発的豪雨の発生頻度の増加

　　　　　：下水道資源有効利用の多様化の必要性
　　　　　：温室効果ガス削減は社会的な要請
新たな
課題

新たな
課題

新たな
課題

　　　　　：下水道事業費の減少
　　　　　：下水道施設の耐震化等の機能向上への
　　　　　　対応

新たな
課題

　　　　　：人口減による使用料収入の減少
　　　  ：他の汚水処理施設を含む効率化

新たな
課題

将来像

前ビジョンでの目標
下水道処理人口普及率
H19 58.1％　（目標60%)[未達成]

前ビジョンでの目標
都市浸水対策達成率（旧）
H19 43.0％　（目標45%)[未達成]

前ビジョンでの目標
高度処理人口普及率
H19 19.1％　（目標19%)[達成]
合流式下水道改善率
H19 11.7％　（目標10%)[達成]

前ビジョンでの目標
下水汚泥リサイクル率
H19 76％　（目標76%)[達成]

 
 
 



 
 
 
 
 

資料）「国勢調査」
　　　 「国立社会保障・人口問題研究所」

0
25,000
50,000
75,000

100,000
125,000
150,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H2 H7 H12 H17 H27 H37

17.7%
20.6%

23.0%

29.6%
33.1%

15.0%

14.6%
17.4%

20.2%

26.9%
12.1%

30.5%

10年早く
人口減

減少傾向

減少傾向

65歳以上

15～64歳

14歳以下

全
国

中
国
地
方

高齢化率

総
人

口
（
千

人
）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

下
水

道
処

理
人

口
普

及
率

(%
)

全国平均

中国平均

全国平均 56 58 60 62 64 65 67 68 69 71 72
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H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

全国と比べ
10年前の水準

資料）中国地方整備局調べ

・既存の人口集中地
区から離れた地区に
新たな集中地区が形
成され、市街地が分
散して拡大し、整備
効率が低下していま

す。

人口集中地区が
分散して拡大

整備管路延長の
増大して
施工費が増加

資料）中国地方整備局作成

現状と背景 
● 縮まない全国との差”下水道処理人口普及率※” 
 下水道処理人口普及率は平成 19 年度末で約 58％と全国平均(約 72%)の 10 年前の水準となっており、全国平均との差が

縮まっていません。（図１） 

● 都市を中心に全国との差が大きく、小都市では整備の遅れ 
 人口 10～100 万人の都市で、市街地の拡大に下水道整備が追いつかず、全国平均との差が大きくなっています。 

  （図２）（図 3） 

 人口５万人未満の小都市・島しょ部等では、地形等の制約を踏まえた施設整備が課題です。（図４） 

Ⅰ．快適で魅力ある生活環境の実現 

新たな課題 
● 人口減少社会の到来 
 全国より 10 年早く減少傾向に転じており、未普及地域における汚水

処理施設の整備手法について検証が必要となってきています。（図５） 

・周辺漁業への水質面での配慮のほか、狭隘な道路・起伏に富んだ地

形など施工面での課題が多くなっています。

人口規模 100万人以上 50～100万人 30～50万人 10～30万人 5～10万人 5万人未満 計

総人口（万人） 114 68 93 267 76 146 765

処理人口（万人） 106 37 59 139 35 56 432

資料）　中国地方整備局調べ 島しょ部の普及率はH17国勢調査人口に基づく行政人口で算出した。
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■全国との差

■都市規模別中国平均
5 万人未満

の都市と比

べて約

3 0％低い。

島しょ部

下水道処理人口普及率の推移（図１） 

都市規模別の下水道処理人口普及率(H19)（図２) 

岡山市における人口集中地区の変遷(図３） 

島しょにおける処理区配置（図４） 

年齢構成別人口推移及び予測(H18)（図５) 

   ※） 100% u 
総人口

処理区域内人口
）（下水道処理人口普及率  

５年間の

取り組み 

施策の 

方向性 

５年後の

すがた 
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Ⅱ．安全で誰もが安心して暮らせる地域づくり 

50mm/hr 以上の降雨の発生回数（図５) 

地区別潮位推算値（2007 .大潮)
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新たな課題 
● 短時間豪雨の発生頻度の増加 
 多量の降雨が短時間のうちに突発的に発生する短時間豪雨の発生頻度が増

加傾向にあり、浸水被害の危険度も増加しつつあります。（図５） 

現状と背景 
● 潮位・河川水位に起因する浸水被害 
 浸水被害戸数で見ると、瀬戸内海側は日本海側の 10 倍以上発生しており、内水のほか、高潮、洪水を原因とした浸水が発

生しています。（図１） 

 瀬戸内海側は潮位変動が日本海側に比べて大きく、台風接近時等には通常時に比べて潮位が大きく上昇します。（図２） 

 そのため、浸水被害の軽減に向け、放流先の潮位・河川水位を考慮した対策が必要です。 

● 内水ハザードマップ作成の遅れ 
 浸水被害は沿岸の市町村で多く発生していますが、浸水の危険箇所及び浸水時の避難場所などを示したハザードマップを作

成している市町村は少なく、内水ハザードマップでは４市のみしか作成されていません。（図３）（図４） 
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浸水被害の発生状況及びハザードマップ作成状況（図３) 

原因別浸水被害戸数（図１） 

瀬戸内側と日本海側の潮位変動の比較(図２） 

※） 100% u 
面積雨水対策整備対象区域

雨水対策整備済面積
）水対策達成率（下水道における都市浸  

雨水対策整備対象区域面積は、概ね 5 年に 1 回程度の大雨（降雨強度 40～50mm/hr 程度）に対して、市街地の雨水対策が必要な区域の面積のこと。 

 これまでは、浸水対策を含む雨水対策の整備面積を対象としていたが、フォローアップを踏まえ、課題への取り組みをよりわかりやすくするため、浸水対策の必要性がある地区での

対策の進捗を把握する観点から、浸水実績を有する、または、浸水の恐れがある地区等で、公共下水道又は都市下水路における都市浸水対策を実施すべき区域の面積とした。 

浸水被害発生市町村での原因別ハザードマップ作成状況（図４) 
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浸水対策の推進 

 

内水ハザードマップの 

作成・公表市町村数を 

19 市町村に増やします。 

（H19 年度末 4 市町村） 

浸水被害の軽減 

都市浸水対策達成率※ 目標約 51% 

（H19 年度末 約 48%） 

浸水被害の軽減の誘導 

内水ハザードマップの 

作成・公表の推進 
浸水対策事業の推進 河川部局、港湾部局との連携 



 
 
 
 
 

現状と背景 
● 進まない湖沼・瀬戸内海など閉鎖性水域での水質改善 
 閉鎖性水域である宍道湖・中海・児島湖及び瀬戸内海沿岸で水質環境基準を超過しており、瀬戸内海では未達成海域で赤潮

が発生し、漁業等に多大な被害を引き起こしています。（図１） 

 閉鎖性水域に流入する栄養塩類（窒素・リン）の汚濁負荷発生源の内訳を見ると、生活系のほか産業系、その他（自然）か

らも排出されており、水質の向上には、下水道だけでなく他の発生源も含めた総合的な取り組みが必要となります。(図２） 

● 雨天時に未処理下水が放流される合流式下水道は 17 都市 
 雨天時に未処理下水が放流される合流式下水道が沿岸の 17 都市に分布しており、その改善が急務となっています。下水道

法施行令の改定[H16.3 施行]により、 原則として平成 25 年（一部 35 年)までの完了が規定されています。（図３）（図４） 

Ⅲ．瀬戸内海などの美しく豊かな水環境の再生と保全 

水質環境基準達成状況(H18)及び赤潮の発生海域（図１） 
閉鎖性水域への流入汚濁負荷量の内訳（広島湾、宍道湖）(図２） 

合流式下水道の改善のイメージ（図４） 
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汚濁負荷量の削減 

 

合流式下水道改善率※２ 

目標約 49％ 

（H19 年度末 約 12％） 

公共用水域の水質向上・維持 

高度処理人口普及率※１ 目標約 25％ 

（H19 年度末 約 19%） 

合流式下水道の改善 

合流式下水道改善対策の 

計画的実施 

流域別下水道整備総合計画の 

策定・変更の推進 
高度処理の導入促進 

合流式下水道改善事業の進捗状況（図３) 



 
 
 
 
 

現状と背景 
● 地域によって異なる汚泥リサイクルの状況 
 下水汚泥のリサイクルは、リサイクル率で全国平均を上回っているものの、リサイクルの用途及び内訳は地域によって異な

っています。今後、増加が見込まれる下水汚泥のリサイクルを一層推進するためには、地域の状況及び今後の需要等を踏まえ

た取り組みが必要です。（図１）（図２） 

● 下水道からの温室効果ガスの増加 
 下水道から排出される温室効果ガスは処理水量の伸びとともに増加し、汚泥を焼却するときに発生する一酸化二窒素は二酸

化炭素の 310 倍の温室効果を有することから、温室効果ガス削減に向けた積極的な取り組みが必要です。（図３） 

Ⅳ．資源の利活用による循環型社会への貢献 

新たな課題 
● 下水道資源有効利用の多様化の必要性 
 汚泥量のさらなる増加が見込まれるほか、省資源・省エネルギーの観点から、汚泥のエ

ネルギー利用や、処理水など、下水道資源有効利用の多様化が必要です。（図４）（図５） 

● 温室効果ガス削減は社会的な要請 
 京都議定書目標達成計画において、下水道における削減が義務付けられました。（図６） 

下水道汚泥リサイクルの内訳 

（全国との対比 H18） （図１） 

県市別下水道汚泥リサイクル状況(H19)（図２) 

下水処理に伴う温室効果ガス排出量の推移(図３） 

再生水に対する利用ニーズ（図４） 
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下水道資源・エネルギーの利活用 

 

温室効果ガス削減に取り組む処理場を 

２４処理場に増やします。 

（H19 年度末 ２３処理場） 

下水汚泥リサイクル率※ 目標約 86％ 

（H19 年度末 約 76%） 

汚泥の有効利用の促進 

下水処理水の再利用の推進 
温室効果ガス削減対策の推進 

地球温暖化への対応 

下水道分野における温室効果ガス削減可能量（図６) 



 
 
 
 
 

現状と背景 
● 下水道整備に伴う整備管きょ延長の増大 
 下水道整備区域の拡大とともに、埋設される管きょ延長が増大する一方で、管きょの劣化に伴う道路陥没事故も増加してい

ます。（図１） 

● 管路の経年劣化により増加する道路陥没 
 現状では供用から 40 年以上経過した処理区で陥没が多発しています。供用から 40 年を経過する処理区は今後さらに増加

することから、管路の劣化状況の定期的な把握と対策が重要となります。（図２） 

 道路陥没は、下水道機能・道路交通への支障のほか、臭気等周辺への二次災害の原因につながります。 

Ⅴ. 持続的な下水道サービスの提供 

新たな課題 
● 下水道事業費の減少 
 下水道事業費が減少していく中で、下水道施設の改築、更新費の比率は増大しており、施設の整備と既存施設の改築更新の

両立が必要となります。（図３） 

● 下水道施設の耐震化等の機能向上への対応 
 近年、甚大な被害をもたらす地震が増加しており、施設の耐震化等の機能向上への対応が必要となってきています。（図４） 

累計整備延長と陥没箇所の推移（図１） 

中国地方の下水道事業費及び改築更新事業費比率の推移（図３) 

供用からの経過年数別処理区と陥没箇所の内訳(図２） 

被害地震の発生回数の推移（図４） 
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21 市町村に増やします。 
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継続的な下水道機能の確保 

下水道施設の効率的な改築を 

推進するための長寿命化計画を 

49 市町村等で策定します。 

下水道機能の向上 

下水道施設の耐震化対策の 

推進 
下水道長寿命化計画の策定 

重要路線下等の 

管路の機能維持 

0
1
00

20
0

30
0

4
00

S
35

S
37

S
39

S
41

S
43

S
45

S
47

S
49

S
51

S
53

S
55

S
57

S
59

S
61

S
63 H
2

H
4

H
6

H
8

H
10

H
12

H
14

H
16

H
18

処

理

区

数

(

箇

所

)

20年未満
275処理区

20年経過
57処理区

30年経過
17処理区

40年経過
13処理区

陥没箇所数

4,250

117 33 54

資料）国土交通省

　資料）気象庁ＨＰ

0

5

10

15

20

25

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

被
害

地
震

の
発

生
回

数

中国地方

その他

安芸灘

H12
鳥取県
西部

H13
芸予

H15
十勝沖

H16
新潟県
中越

福岡県
西方沖

H19
能登半島
H19
新潟県
中越沖

H10～14の
５年間
　２９回発生

H15～19の
５年間
　４８回発生

1.7倍に
増加



 
 
 
 
 

Ⅵ．事業の継続性を維持するための下水道経営 
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汚水処理・汚泥処理の効率化に取り組む市町村を 

36 市町村に増やします。 

（H19 年度末 18 市町村） 

 

人口 10 万人あたりの処理場数（図２） 

汚水処理原価と使用料単価(図１） 

供用開始区域内の接続率（図３） 

年齢構成別人口推移及び予測(H18)（図６) 
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資料）総務省平成18年度下水道事業経営指標・下水道
使用料の概要
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資料）総務省平成18年度下水道事業経営指標・下水道

使用料の概要

資料）「国勢調査」
　　　 「国立社会保障・人口問題研究所」
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下水道施設維持管理費の内訳（図４） 
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資料）下水道統計H18

人件費
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等委託費
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農業 漁業 林業

0 2 4 6 8 10

全国

中国地方
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資料）「集落排水情報」(公共投資ｼﾞｬｰﾅﾙ社）

新たな課題 
● 人口減による使用料収入の減少 
 利用者の減少に伴う使用料収入の減少が見込まれ、施設維持に必要な費用

の確保が一層の課題となります。（図 6） 

● 他の汚水処理施設を含む効率化 
 農業集落排水施設等も、全国平均人口と比べて、10 万人当たりの施設数

が多く、下水道事業と同様に、収支の向上に向けた取り組みが必要となりま

す。（図 5） 全国より 10 年早く減少傾向に転じており、未普及地域におけ

る汚水処理施設の整備手法について検証が必要となってきています。（図 6） 

人口 10 万人あたりの農業集落 

排水施設等（地区）数（図５) 

将来的な事業経営の 

見通しの把握 

現状と背景 
● １m3 の汚水を処理するのに要する費用が全国平均より高い 
 １m3の汚水を処理するのに要する費用（汚水処理原価：起債元利償還費と維持管理費の合計）が全国平均より高くなってい

ます。（図１） 

● 使用料収入で維持管理費が賄えていない処理区も 
 人口の規模が１万人未満の特定環境保全公共下水道事業では、使用料収入で維持管理費を賄えておらず、維持管理費等の支

出を抑える一方で、接続率の向上などによる使用料収入の確保・向上が課題となっています。（図１）（図 4） 

 支出が多い背景には、中国地方は人口 10 万人あたりの処理場数が全国平均と比べて約２倍あり、処理場運転に係る委託費

等がかさみ、運転管理委託費の比率が全国と比べて 10％近く大きくなっています。（図２）（図 3） 

長期的な事業収支の見通しを得

るための経営計画の策定市町村

を 82 市町村に増やします。 

（H19 年度末 22 市町村） 

 

汚水処理全般の効率化 接続率の向上 

下水道の役割・使用料の 

重要性等の広報・PR 
経営計画の策定の推進 

汚水処理・汚泥処理の 

効率化の促進 



 課題解決のための施策の方向性と、課題へより早く効果的に対処し、将来像に向けたあ

ゆみを確実に実現するため、“５年間の取り組み”と、その取り組みの目標となる“５年後

のすがた”を以下のとおりまとめました。 

 
 

 
 

Ⅰ．快適で魅力
ある生活環境の
実現

◎汚水処理の未普及解消

施策の方向性

Ⅱ．安全で誰もが
安心して暮らせる
地域づくり

◎浸水対策の推進

Ⅲ．瀬戸内海など
の美しく豊かな水
環境の再生と保
全

◎汚濁負荷量の削減

　
　

Ⅳ．資源の利活
用による循環型
社会への貢献

◎下水道資源・エネルギー
の利活用

Ⅴ．持続的な下
水道サービス
の提供

◎下水道施設の機能維持と
向上

Ⅵ．事業の継
続性を維持す
るための下水
道経営

◎経営基盤の強化

中国地方下水道ビジョンの全体像

●下水道処理人口普及率
　目標約65%
　（平成19年度末 約58%）

●都市浸水対策達成率
　目標約51％
　(平成19年度末 約48%)

●高度処理人口普及率
　目標約25％
　(平成19年度末 約19%)

●下水汚泥リサイクル率
　目標約86％
　(平成19年度末 約76%)

○内水ハザードマップの作成・公表
　市町村数を19市町村に増やします。
　（平成19年度末 ４市町村）

○内水ハザードマップの作成・公表の推進
　浸水被害の軽減を誘導する方策として、内水ハザードマップの作
成・公表を推進します。

○浸水対策事業の推進
　浸水被害の軽減に向けて、下水道浸水被害軽減総合事業等を推進し

ます。

○河川部局、港湾部局との連携
　浸水被害の軽減に向けて、河川部局、港湾部局との連携を図ります。

５年間の取り組み ５年後のすがた将来像

○浸水被害の軽減

○浸水被害の軽減の誘導

●合流式下水道改善率
　目標約49％
　(平成19年度末 約12%)

○流域別下水道整備総合計画の策定・変更の推進
　公共用水域の水質向上・維持に向けた総合的な取り組みを促進する

ため、流域別下水道総合整備計画の策定・変更を推進します。

○高度処理の導入促進
　公共用水域の水質向上・維持に向けて、放流先の状況等を考慮した

高度処理の導入を促進します。

○合流式下水道改善対策の計画的実施
　合流式下水道の改善に向けて、計画的に対策を実施します。

○合流式下水道の改善

○公共用水域の
　　　　　　水質向上・維持

○人口減少・社会情勢の
変化への対応

○地域、地形等に応じた
効率的な整備

○市街地における未普及
解消

○県構想の見直し
　人口減少・社会情勢の変化に対応するため、地区ごとの汚水処理整

備手法を示した県構想を見直します。

○新技術の活用
　地域、地形等に応じた効率的な整備をするため、新しい技術を積極的

に活用します。
●下水道の新規供用処理区数
　新たに14処理区
　　で供用を開始します。

○汚泥の有効利用の促進
　下水道資源の有効利用の方策として、汚泥の有効利用を促進しま

す。

○下水処理水の再利用の推進
　下水道資源の有効利用の方策として、下水処理水の再利用を推進し

ます。

○温室効果ガス削減対策の推進
　省エネ設備の導入、N2Oの削減等、温室効果ガス削減に向けた取り
組みを推進します。

○温室効果ガスの削減に取り組
む
　処理場を24処理場に
　増やします。
　（平成19年度末 23処理場)

○継続的な下水道機能の
確保

○接続率の向上

○将来的な事業経営の見
通しの把握

○重要路線下等の管路の機能維持
　継続的な下水道機能を確保するため、重要路線下等の管路の調

査・点検及び劣化箇所への対策を実施します。

○下水道長寿命化計画の策定
　継続的な下水道機能を確保するため、下水道長寿命化計画を
策定します。

○下水道施設の効率的な改築を
　推進するための長寿命化計画を
　49市町村等で策定します。

○重要路線下に埋設されている
　管路の耐震診断の実施市町村数
　を21市町村に増やします。
　（平成19年度末 3市町村)

○下水道の役割・使用料の重要性等の広報・PR
　下水道経営の健全化を図るため、住民に対して下水道の役割及び使
用料の重要性等について広報・PRを行い、接続率の向上を図ります。

○経営計画の策定の推進
　将来的な事業経営の見通しを把握するため、経営計画の策定を推進

します。

○汚水処理・汚泥処理の効率化に
　取り組む市町村を36市町村に
　増やします。
  （平成19年度末 18市町村)

○長期的な事業収支の見通しを
  得るための経営計画の策定市町村
　を82市町村に増やします。
　（平成19年度末 22市町村)

○汚水処理全般の効率化
○汚水処理・汚泥処理の効率化の促進
　汚水処理に係る費用の低減を図るため、汚水処理・汚泥処理の効率
化を図ります。

◎地球温暖化への対応

○下水道機能の向上
○下水道施設の耐震化対策の推進
　継続的な下水道機能を確保するため、下水道施設の耐震化対策を

推進します。

○重点整備計画の策定
　市街地の未普及解消を推進するための重点整備計画を策定します。

　



4．将来像の実現を目指して 

 下水道事業を円滑に実施し、機能を効果的に発揮するためには、地域住民など関係者の

理解と協力が不可欠です。そこで、住民に下水道の役割、重要性、使い方等について正し

く認識してもらうために、パンフレット・回覧板・ホームページ・住民参加・出前講座・

ホームページ等による広報活動・PR を積極的に行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水処理水を使った打ち水     下水道職員による        下水道に関する HP 

「下水道出前講座」  

   （広島市 HP より）       （島根県 HP より）       (山口県 HP より) 

 

中国地方下水道ビジョンが掲げた将来像の実現に向け、国・県・市町村等は、河川部局、

港湾部局などの関連部局のほか、ＮＰＯ、企業など、多様な主体との連携・協働を図りな

がら、各施策の取り組みを進めていきます。そしてその成果につきましては、広報活動・

ＰＲ等により積極的に情報発信してゆきます。 

本ビジョンが、中国地方の各自治体が策定する「下水道中期ビジョン」及び下水道事業

における方向性の参考として利用され、下水道による、よりよい中国地方の構築に資する

ことを期待します。 

 

【本文中の主な用語の解説】 p2 に記載されたものを除く 
※①）水質汚濁（すいしつおだく） 事業活動や産業活動など人間の活動に伴って汚染物質が公共用水域などに排出 

され、水質が汚染された状態をいいます。 

※②）赤潮（あかしお） 浮遊生物の異常繁殖により海水が赤褐色になる現象をいいます。酸素不足、有害物質分泌等に

より、魚介類に大被害を与えます。 

※③）浸水（しんすい） 大雨により地域、家屋などが水につかる現象で、地域についてはその面積、家屋については床

上、床下の浸水戸数で表現します。 

※④）下水道整備五箇年計画（げすいどうせいびごかねんけいかく） 経済計画における社会資本投資額等を踏まえて下

水道整備緊急措置法に基づき５年ごとに策定される下水道施設整備事業計画です。 

※⑤）高度処理（こうどしょり） 下水処理において、通常の有機物除去を主とした二次処理で得られる処理水質以上の

水質を得る目的で行う処理です。有機物を二次処理よりさらに除去する目的で行う高度処理のほか、閉鎖性水域における

富栄養化対策として、栄養塩類を削減する目的で行う高度処理等があります。 

※⑥）合流式下水道（ごうりゅうしきげすいどう） 汚水および雨水を同一の管渠で排除し処理する方式です。雨天時に

公共用水域へ未処理で排出される放流負荷量の削減が課題となっています。 



 


